
 

 

 

公益社団法人新潟県社会福祉士会 
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２０２２年度 事業計画 

公益法人会計上の事業区分 法人 

活
動
方
針 

■基本方針（定款より） 

社会福祉の援助を必要とする新潟県民の生活と権利を擁護する事業、社会福祉に関する知識及

び技術の県民への普及・啓発を行うとともに、社会福祉士の質的向上を図り、新潟県内の社会福祉

の増進に寄与するという本会の目的を堅持する。併せて、公益法人制度改革の趣旨を念頭に置き、

組織及び事業の両面において効率化をすすめ、社会貢献を意識したより一層公益性の高い事業運

営に努めていく。 

■2022 年度の重点事項 

１．会員が会の各活動により参加しやすい工夫と環境整備を行う。 

２．各部門の研修会等は全世代の会員が参加できる内容を盛り込むよう検討する。 

３．事務局の体制、各部門運営委員会等との役割分担の整理、見直しを行い、業務の効率化を図

る。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 開催予定場所 

会員定時総会 2022 年 6 月 18 日（土）予定  

理事会 年 4 回 ﾕﾆｿﾞﾝﾌﾟﾗｻﾞ＋ｵﾝﾗｲﾝ 

内部役員会 年 4 回 オンライン 

総合企画会議（正副会長、事務局） 月 1 回 ﾕﾆｿﾞﾝﾌﾟﾗｻﾞ＋ｵﾝﾗｲﾝ 

日本社会福祉士会総会 年 1 回（会長出席予定）  

日本社会福祉士会会長会議 年 1 回（会長出席予定）  

関東甲信越ブロック社会福祉士会

連絡協議会 
年 2 回  

甲信越社会福祉士会（長野・山梨・

新潟）連携会議 

年 1 回 

（2022 年度幹事県：山梨） 
 

そ
の
他 

■入会促進活動 

 若者（30 歳未満）入会キャンペーン、紹介キャンペーン、養成校への働きかけ（入会案内配布、

学生会員募集）など 

■会員の倫理および行動規範に関して 

 会員への倫理綱領・行動規範等の周知、会員への苦情等があった場合の対応 など 

■自主活動支援制度 

 会員が他の会員や社会福祉士、社会福祉関係者・関係機関等とのネットワーク構築や研鑚を行う

自主的な活動を支援（経費補助、広報の支援など／自主活動支援ガイドラインに基づく） 

■外部機関からの依頼に基づく講師・委員の推薦・派遣 

■日本社会福祉士会への支援と連携（公益法人会計上の事業区分「その他事業／日本社会福祉士会への支援・

連携」） 

47 都道府県社会福祉士会で構成される法人である日本社会福祉士会への支援と連携を必要に応

じて随時実施（日本社会福祉士会の委員会への委員派遣、調査研究への協力、委託研修（基礎研

修、成年後見人材育成研修等）の受託、その他） 

 



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 成年後見・権利擁護事業（権利擁護センターぱあとなあ新潟） 

活動方

針 

昨年度は、速やかな成年後見制度利用促進の基本計画の実施に向け、市町村における権利擁護推

進のための三士会実務者の名簿を作成し、ネットワークを作ることができた。 そこで４年度も引

き続き、地域や組織の中で権利擁護を進めていく人材としての会員支援の充実に注力していくと

ともに、三士会で協動し、関係機関への働きかけを継続していく。そのためにも、高齢者支援班や

虐待対応委員会とも連携を図り、地域の中で関係機関と連携し、共生社会及び地域包括ケアシステ

ムの構築の実現に向け、引き続き、成年後見制度利用促進基本計画の速やかな実施にむけて取り組

んでいく。 

また後見実務を担う会員への支援として、受任調整の目安に則った受任調整を行い、後見人等・

被後見人等の双方に不利益が生じない、受任調整を行っていく。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主たる

活動 

（研修

以外） 

内容 計画概要（件数、回数、ほか） 

成年後見人候補者名簿管理、 

成年後見人等推薦業務 
随時 

会員や関係機関からの相談対応 本部運営委員、各地区運営委員により随時対応 

普及・啓発活動 随時 

定例会

議等 

会議名 実施予定時期、頻度等 実施方法・実施会場予定 

業務監査委員会 ６月下旬 新潟ユニゾンプラザ 

運営委員会（全体委員会） 随時 オンライン 

運営委員会（本部委員会） 年５回（予定） 
新潟ユニゾンプラザ 

+オンライン 

日本社会福祉士会「ぱあとなあ」担

当者会議 
５月、１１月 オンライン 

関東甲信越ブロック「ぱあとなあ」

担当者会議 
１月 オンライン 

権利擁護推進のための三士会ネッ

トワーク会議 
年３回程度 オンライン 

家裁と三士会との連絡会 奇数月 新潟家庭裁判所 

成年後見制度利用促進に係る意見

交換会（県・県社協・専門職団体） 
年３回程度 オンライン 

部門が

主催す

る研修 

研修名 実施予定時期 実施方法・実施会場予定 

地区研修（６地区で実施） 各地区年４回 各地区+オンライン 

実務者研修 春と秋 オンライン 

成年後見人材育成研修 ６月～９月 オンライン 

名簿登録研修 １０月（予定）   

成年後見関連専門職合同研修 未定 オンライン 

その他

活動、

備考 

 



 

公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 虐待対応事業（虐待対応委員会） 

活
動
方
針 

■高齢者虐待対応について 

• ｢高齢者虐待対応専門職チーム(弁護士･社会福祉士)｣として、市町村および地域包括支援セン

ターの実施する権利擁護業務について、個別事案へのチーム派遣・事例検討会の実施支援･研修

企画への助言･電話相談などの支援を行う。 

• 昨年に引き続き新潟県高齢福祉保健課から委託予定の「地域包括支援センター職員等研修（初

任者研修）」「高齢者虐待防止研修(要介護施設管理者･研修担当者向け)」について、会員活動

部･高齢者支援班が担う企画･運営へのサポートを行う。 

■障がい者虐待対応について 

• ｢障がい者権利擁護チーム(弁護士･精神保健福祉士･社会福祉士)｣として、市町村および障害者

基幹相談支援センターからの障がい者の権利擁護事案(虐待や差別等の事案)について、新潟県

からの依頼を受けて｢障害者虐待防止支援専門員｣を派遣して、事例検討会の実施支援･障害者

虐待防止及び権利擁護に係る体制整備や研修企画への助言などの支援を行う。 

• 専門職団体としての障がい者虐待対応に関する市町村等への支援のあり方について、チームで

継続的な意見交換・事例検討、虐待防止研修を企画する。 

• 障害者虐待防止の推進のため、障害の施設・事業所の運営基準の見直しがなされ、令和 4 年度

より従業者への研修実施や委員会の設置等が義務化される。当会でも施設・事業所向けに障害

者の権利擁護に関する研修プログラムを検討する(虐待対応委員会と障害者支援班で共通の活

動内容とする)。 

■その他 

• 各分野で活躍するソーシャルワーカーの総合的な虐待対応力の向上をねらって、研修会を企画

開催する。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 計画概要（件数、回数、ほか） 

高齢者虐待対応専門職チーム 
相談対応検討部会・チーム派遣・事例検討会助言者派遣・研

修企画アドバイザー派遣等／随時 

障がい者権利擁護チーム 障がい者虐待防止支援専門員の派遣（チーム派遣等／随時） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 実施方法・実施会場予定 

委員会会議 年 2 回程度 オンライン（Zoom） 

高齢者虐待対応専門職チーム運営

協議会 
年 2 回 オンライン（Zoom） 

障がい者権利擁護チーム会議 3 ヶ月に 1 回 オンライン（Zoom） 

部
門
が
主
催
す
る
研

修 

研修名 実施予定時期 実施方法・実施会場予定 

高齢者虐待対応初任者研修（市町

村・地域包括支援センター職員対

象） 

令和 4 年 6 月 オンライン（Zoom） 

虐待対応合同事例検討会（高齢・障 令和 5 年 3 月 オンライン（Zoom） 



害チーム合同研修会） 

虐待対応研修会（仮） 令和 4 年 8 月 

対面形式を想定するが、状

況に応じてオンライン

（Zoom）できるよう検討 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

外部機関からの依頼に基づく講師・委員推薦・派遣 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 地域密着型サービス外部評価事業、福祉サービス第三者評価事業（外部評価

機関あいエイド新潟） 

活
動
方
針 

１． 地域密着型サービス外部評価事業 

2021 年度から介護保険制度の見直しに伴い、外部評価機関による評価実施に加え、事業所の

運営推進会議を活用した評価実施も認められた。これにより 2021 年度は評価件数の減少を

予想したが、実際は、評価実施の申込が例年並みとなった。2022 年度も引き続き、専門性・

客観性を持った外部評価機関としての評価を適正に実施する。 

また、2021 年度には新潟県より「地域密着型サービス外部評価研修機関」として選定された

ことから、2022 年度は新規調査員の養成研修を実施する予定とする（講師には認知症ケアや

認知症グループホーム運営に造詣の深い当会会員へ依頼する） 

２． 第三者評価事業 

引き続き新型コロナウイルス感染状況に留意し、施設・事業所との相談しながら、可能であれ

ばオンラインでの説明会や利用者調査等も取り入れて実施できるようにしていく。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 計画概要（件数、回数、ほか） 

地域密着型サービス外部評価（新

潟県より評価機関として選定） 

認知症高齢者グループホームの評価／ 40 事業所程度を

予定（運営推進会議を活用した評価実施も認められる方向性も鑑み

た数で想定） 

福祉サービス第三者評価（新潟県よ

り評価機関として認証） 

高齢者施設・事業所、障害者施設・事業所、保育所の評価 

／ 3 施設（事業所）程度を予定 

社会的養護関係施設第三者評価

（全社協より評価機関として認証） 

社会的養護関係施設（児童養護施設、乳児院、児童自立支援施設、

母子生活支援施設）の評価／ 4 施設程度を予定 

定
例
会
議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 開催予定場所 

運営委員会 年 3 回 オンラインまたは事務局 

部
門
が
主
催
す
る
研
修 

研修名 実施予定時期 開催予定場所 

地域密着型サービス外部評価新規

調査員養成研修（新潟県より選定さ

れた研修機関として実施するもの） 

年度上半期 集合型を予定 

評価調査者研修（新任者・現任者研

修） 
年 2 回程度 オンラインを予定 

第三者評価出前講座（自己評価の

効果的な実施方法や活かし方） 
随時 依頼元施設・事業所 

そ
の
他
活

動
、
備
考 

・外部機関からの依頼に基づく講師・委員等の推薦・派遣 

・新潟県及び全国社会福祉協議会が主催する評価機関更新研修等への参加者派遣 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（福祉的な支援を必要とする矯正施設の退所予定者の社

会復帰の支援を行う事業） 

事業内容（部門） 地域生活定着促進（事業活動部・新潟県地域生活定着支援センター） 

活
動
方
針 

■個々のケースへの支援力向上 

一人ひとり抱える課題は様々であり、個別に柔軟な対応が求められている。支援者側の幅広い知

識・経験を持って対象者の支援にあたる。 

■ネットワーク構築 

個別の支援ケースを多角的に、あらゆる社会資源を活用して支援していくために、「医療」「障が

い」「高齢」「行政」「全国の定着支援センター」「矯正施設」「保護観察所」「司法」「その他社会資

源」等の各関連機関とのネットワークを構築していく。 

■広報活動・啓発活動 

地域生活定着支援センターの役割を広く伝える。 

刑事施設等から社会復帰しようとする人に対する障壁を取り払い、その人の持つ権利を護りまた

適切に行使できるよう地域の支援者・関係者の理解を得るための活動を行なう。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

内容 計画概要 

コーディネート業務 

保護観察所からの依頼に基づき、矯正施設等の退所予定者に

対して、関係機関と連携しながら福祉サービス等の調整を行

います。 

フォローアップ業務 

コーディネート業務で調整した対象者が地域でより良い生活

を送れるように、一定期間、関係機関等と協働して生活状況

の確認や必要な助言を行います。 

相談支援業務 

矯正施設等から退所した方の福祉サービス等の利用に関し

て、本人や関係者からの相談に応じ、助言やその他必要な支

援を行います。 

被疑者等支援業務 

刑事司法手続きの入口段階にある被疑者・被告人等で高齢又

は障害により自立した生活を営むことが困難な方に対して、

釈放後直ちに福祉サービス等を利用できるように支援を行い

ます。 

地域ネットワーク強化の業務 

・福祉事業者巡回開拓（※１） 

・地域福祉支援検討会（※２） 

・地域福祉研修の実施（※３） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 開催予定場所 

連絡調整会議 概ね月１回 新潟刑務所 

定例実務者会議 年１～２回 新潟刑務所 

司法福祉研修 10 月～11 月頃（年１回） 新潟ユニゾンプラザ 

（集合形式） 

事例検討会などの勉強会 年３～４回 新潟ユニゾンプラザ 

（集合形式） 

入口支援５者会議 年３回程度 新潟保護観察所 



連絡協議会 年 1 回 新潟保護観察所 

 

関東甲信越センター長会議 年３～４回 ZOOM 等 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

・新潟市中央区障がい者地域自立支援協議会 委員（2021年度で任期満了のため未定） 

・新潟市障がい者地域自立支援協議会全体会 委員（上記と同様） 

・新潟市障がい者地域自立支援協議会 相談支援連絡会 会長（上記と同様）） 

・県内各種団体が主催する講演会および研修会への講師派遣 

・国、全定協（※４） 、他県定着支援センター等が主催する研修会および司法福祉に関する

研修への参加 

・NPO 法人 PandA-J 「Keep Safe」プログラムの参加 

  

※１「福祉事業者巡回開拓」とは、地域の福祉資源を広く的確に把握して支援協力者の確保を

図ると共に本事業への理解を深めることで円滑な地域移行につなげるため、地域にある福

祉関係の事業所等を巡回訪問する取り組みである。 

※２「地域福祉支援検討会」とは、地域社会の支援対象者への理解を促進し、円滑な調整・支

援及び地域生活への定着に資することを目的に行う地域の関係者を交えた事例を基にした

支援検討会である。 

※３「地域福祉研修の実施」とは、支援対象者を受け入れた福祉事業者及び今後の支援対象者

の受入れが予想される福祉事業者等に対し、支援対象者への福祉支援のノウハウを広く共

有することを目的に行う研修であって、地域で行う取り組みである。 

※４「全定協」とは、全国地域生活定着支援センター協議会の略称 

 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士の専門性を高めるための事業（生涯研修センター） 

活
動
方
針 

所属する会員が社会福祉士の職務に関する知識及び技術の向上、倫理及び資質の向上のた

めに、生涯にわたって研鑽を重ねることを目的とした『日本社会福祉士会生涯研修制度による

研修』を企画・運営する。 

 ●生涯研修制度の基礎課程「基礎研修Ⅰ、Ⅱ、Ⅲ」をオンラインにて開催する。 

 ●基礎研修Ⅰ集合研修①、新入会員向けに会の活用などを周知する場の設定。 

 ●基礎研修などのコロナ感染防止によるオンライン研修から集合（参集）研修への機構に よる

移行指示などが出た際に対応できるよう日本士会とも情報共有して進める。状況によって e-

ラーニングの活用も検討する。 

 ●運営委員の増員などによる体制強化 

 ●運営委員による講座のファシリテーション、運営スキルの向上を図る。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 実施方法・実施会場予定 

運営委員会 年３回（４、１１、１月） Zoom/事務局、自宅 

   

   

部
門
が
主
催
す
る 

研
修 

研修名 実施予定時期 実施方法・実施会場予定 

基礎研修Ⅰ（集合研修 3 回） ６～１月 自宅等オンライン 

基礎研修Ⅱ（集合研修 11 回） ５～１月 自宅等オンライン 

基礎研修Ⅲ（集合研修 11 回） ５～２月 自宅等オンライン 

   

そ
の
他
活
動
、
備
考 

・基礎研修と新入会員歓迎会の合同開催 

・日本社会福祉士会生涯研修委員会議（秋頃・東京/オンライン） 

・基礎研修講師養成研修（未定・東京/オンライン） 

・「新たな認定社会福祉士認証研修プログラム」策定プロジェクトチーム参画 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（企画部・法人研修班） 

活
動
方
針 

多様化社会のなか、お互いを支え合い、失敗やエラーを寛容に受け入れ、「ともに生きる」こと

が求められている。このような社会を実現するために、法人の基本方針を受け、以下の活動方針を

掲げる。 

【全世代の会員が参加できる研修会の企画運営】 

①社会福祉士の資質向上を図り、研修を通じて地域に「専門性」を普及・提供・還元していく。

「相談援助スキルアップセミナー」を始め、会員の声を反映し、地域や社会に求められている

研修を企画する。また、「福祉関係者のための成年後見活用講座（入門編）（ステップアップ

編）」をブラッシュアップし、各地域で権利擁護について、検討するきっかけとなるよう働き

かけていく。 

②新潟県医療ソーシャルワーカー協会、新潟県精神保健福祉士協会と合同開催する「ソーシャ

ルワーカーデー」は学生と教職員、会員の皆さんの声を反映し、Zoom を活用し企画する。 

【会の活動に会員が参加しやすい工夫と環境整備】 

①総会時に開催する全体研修では、会が企画運営実施する全活動の報告機会を設け、全活動の

「見える化・分かる化・できる化（参加）」を企画する。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 計画概要（件数、回数、ほか） 

各活動の企画・運営の検討 通年 

ソーシャルワーカーデー（SWD） 
新潟県医療ソーシャルワーカー協会、新潟県精神保健福祉士

協会との合同開催／7 月 9 日（土）開催予定 

定
例
会
議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 実施方法・実施会場予定 

企画・運営会議 7 月・12 月・3 月 Zoom 

SWD 企画・運営会議 1～2 か月に一度 Zoom 

SU セミナー企画・運営会議 3 か月に一度 Zoom 

部
門
が
主
催
す
る
研
修 

研修名 実施予定時期 実施方法・実施会場予定 

全体研修 総会時 2022 年 6 月 18 日（土） Zoom  

福祉関係者のための権利擁護・成

年後見講座（基礎知識編）※ 
2022 年 4～6 月頃 Zoom  

福祉関係者のための権利擁護・成

年後見講座（応用編）※ 
2022 年 5～7 月頃 Zoom  

相談援助スキルアップセミナー 2022 年 1 月頃 Zoom 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

※福祉関係者のための権利擁護・成年後見講座 

：これまで「福祉関係者のための成年後見活用講座」として実施してきた研修の内容を見直したもの。 

成年後見制度利用促進法の施行、本人情報シートや意思決定支援ガイドラインの導入などの制度・施策

の動きのほか親族後見、専門職後見人に加えて市民後見人や法人後見等の拡がりなど、現在の成年後見

制度を取り巻く状況をふまえ、以下のような視点盛り込んだプログラムとした。 

●地域の中で成年後見制度に限らない権利擁護支援を推進していただきたいこと 

  ●成年後見制度をより良く活用していただくために福祉関係者の方に改めて伝えるべきこと（成年後見



 

  

制度（成年後見人）ができること・できないことなど含む） 

  ＊2022 年 1 月 28 日「成年後見利用促進に係る意見交換会」（新潟県主催）にて、本講座を県、県社協、

専門職後見人団体（弁護士会、リーガルサポート、社会福祉士会）等での共催実施を提案。今後検討し

ていくこととなった。 



 

  

公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（企画部・災害支援班） 

活
動
方
針 

大規模な台風等による風水害や地震、津波などの発災時には被災者支援のため、希望する会員を

被災地に迅速に派遣できるよう「災害対応ガイドライン」及び「災害対応マニュアル」を整備し、

平時より万が一の災害時に対応できる体制づくりを行う。 

①令和 3 年度同様「福祉事業所における BCP（事業継続計画）研修会」を企画する。また、会員 

だけではなく、広く研修を呼び掛けることで社会福祉士の「専門性」を広く周知する。 

②「災害対応ガイドライン」及び「災害対応マニュアル」について、関東甲信越の各社会福祉士会 

の情報も収集しながら内容の見直しを行い、より実効性のあるマニュアルを作成する。 

③県外の社会福祉士会及び新潟県災害福祉広域支援ネットワーク協議会と連携を図り、効果的か 

つ効率的に支援活動が行える協力体制を構築する。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 計画概要（件数、回数、ほか） 

災害対応マニュアル等の見直し 災害対応マニュアル等の見直しを行う。 

  

定
例
会
議

等 

会議名 実施予定時期、頻度等 実施方法・実施会場予定 

運営会議 年 3 回程度 オンライン（Zoom）中心 

   

部
門
が
主
催
す
る

研
修 

研修名 実施予定時期 実施方法・実施会場予定 

福祉事業所におけるBCP（事業継

続計画）研修会 
令和 5 年 2 月頃 オンライン（Zoom）予定 

   

そ
の
他
活
動
、
備
考 

① 都道府県社会福祉士会災害担当者会議への参加（2 回：オンライン予定） 

② 関東甲信越ブロック社会福祉士会災害連携会議への参加（2 回：対面 1 回（7 月）+オンライン

予定） 

③ 新潟県災害福祉広域支援ネットワーク協議会への参加（随時） 



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（会員活動部・高齢者支援班） 

活
動
方
針 

〇高齢者福祉に関わる会員が多く、各地区内でのネットワーク構築に資するため各地区単位での

活動を中心に展開していく。地区勉強会の流れについては、各地区の独自性を尊重しながらも共

通のフレームワークを設定して取り組みやすくなるよう支援する。 

〇昨年度から引き続き新潟県高齢福祉保健課から受託実施予定の「地域包括支援センター職員等

（初任者研修）」「高齢者虐待防止研修（BPSD 対応）」の企画・運営を行う。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 実施方法・実施会場予定 

運営委員会（全体会） 年２回（年度前半／後半） ユニゾンプラザまたはオン

ライン（Zoom） 

作業部会（包括初任者研修担当班） 2 回（研修実施前） ユニゾンプラザまたはオン

ライン（Zoom） 

作業部会（BPSD 対応研修班） 2 回（研修実施前） ユニゾンプラザまたはオン

ライン（Zoom） 

部
門
が
主
催
す
る
研
修 

研修名 実施予定時期 実施方法・実施会場予定 

地区勉強会 随時・各地区年１～２回 各地区単位 

地域包括支援センター職員等研修

（初任者研修）【県委託】 
年度前半 オンライン（Zoom） 

介 護 施 設 職 員 向 け 虐 待 防 止

（BPSD 対応）研修【県委託】 
年度後半 オンライン（Zoom） 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（会員活動部・障害者支援班） 

活
動
方
針 

 2021 年度は、実践で役立つ情報発信や研修の実施してきた。 

 専門研修「障害者の生活支援研修（認定社会福祉士認証研修）」について、再認証を受けるため、

内容の検討を行い、今年度実施を予定している。 

 本年度についても継続して、若手のソーシャルワーカーや学生に向けて、障害の基本の理解を促

進するため、障害の基本部分の理解について、オンデマンド配信を行っていきたい。 

 昨年度実施した、「愛着障害」研修に続き、様々な障害のある人への支援を深めるための研修実

施も予定をしている。 

 また、今後も障害者虐待防止の推進のため、今年度より、障害の施設・事業所の運営基準見直し

に合わせ、施設・事業所に向けた、権利擁護に関する研修プログラムを虐待対応委員会と検討して

いく。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 開催予定場所 

運営委員会 年 5 回 オンライン 

YouTube プログラム会議 年 5 回 オンライン 

部
門
が
主
催
す
る
研
修 

研修名 実施予定時期 開催予定場所 

障害者の生活支援研修（認証研修） 年度後半を予定  

様々な障害のある人への支援研修 年度後半を予定 オンライン 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

■YouTube プログラム「精神障がい者の理解」作成（新潟県精神保健福祉士協会からも協力いた

だく） 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（会員活動部・生活更生保護、児童家庭支援班） 

活
動
方
針 

 社会福祉の分野を広く見通し、あらゆる生きづらさを抱える人々への支援を考え、支援スキルを

向上できる研修を企画する。 

自ら辛さ・苦しさを表出できず支援を求められない人々に対して、ソーシャルワーカーは本当に寄

り添えているのか？ 

クライエントからの申し出がなければ動きようがないとあきらめてはいないか？ 

アウトリーチという言葉が形骸化していないか？ 

それらを自らに問い、ソーシャルワーカーの本質に立ち返り、ジャンルを超えたジェネリックソー

シャルワーカーとしての資質向上を目指して長期的視点で研修を企画する。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

定
例
会
議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 実施方法・実施会場予定 

研修に向けた企画会議① 
2022 年 5 月（必要に応じ 2 回

実施） 

ユニゾンプラザでの対面企

画会議。または ZOOM オン

ライン会議 

研修に向けた企画会議② 

 

2022 年 12 月（必要に応じ 2 回

実施） 

ユニゾンプラザでの対面企

画会議。または ZOOM オン

ライン会議 

次年度運営計画立案会議 2022 年 12 月 

ユニゾンプラザでの対面会

議。または ZOOM オンライ

ン会議 

部
門
が
主
催
す
る
研
修 

研修名 実施予定時期 実施方法・実施会場予定 

～困りごとを抱えるクライエント

に寄り添えていますか？～ソーシ

ャルワークの原点に立ち返る研修 

2022 年 8 月 

実地にて集合研修。または

ZOOM を用いたオンライ

ン研修 

生活困窮、母子支援、犯罪からの立

ち直り、それぞれの事例からソー

シャルワークのあり方を考える研

修 

2023 年 2 月 

実地にて集合研修。または

ZOOM を用いたオンライ

ン研修 

 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

今年度はジェネリックソーシャルワーカーとしての基盤を作る年と位置付け、以降複数年にわた

り計画的に研修を企画、運営していく。 

あらゆるジャンルに属する会員から興味関心を集め、参加者数を確保しつつ、ジェネリックソーシ

ャルワーカーとしてそれぞれの職場で自信をもって活動していけるよう当班がサポートしていく

予定である。 

 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 社会福祉士に関する知識・技術の普及・啓発事業／社会福祉士の専門性を高

めるための事業（人材育成・スーパービジョン支援班） 

活
動
方
針 

（１） 実習指導者養成研修 

・社会福祉士の新カリキュラムに対応した実習指導者養成研修に 6 名の講師候補者が参加。

新カリキュラムに対応した実習指導者講習会を実施する。 

（２）実習指導者フォローアップ研修 

・新カリキュラムにおいて必要となるフォローアップ内容を確認した上で行う予定。 

・年度内に２回の開催を目標として定期的に実習指導者が意見交換できる環境を整える。 

（３）スーパービジョン支援 

・普及・啓発の一環として、認定社会福祉士となった方などを中心に、スーパービジョン体験

会を行い、スーパーバイザーの紹介及び SV 支援の周知及びバイザーとなれる人材の確保

を見据え、具体的な申込に繋げる機会を増やす。 

・スーパーバイザーの意見交換・情報交換の機会を設け、その質の向上をサポートする。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 計画概要（件数、回数、ほか） 

スーパーバイザー意見交換会 年 2 回程度 

実習指導に関する検討 年 4 回程度 

次年度事業計画立案会議 12 月頃に予定 

定
例
会

議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 実施方法・実施会場予定 

運営委員会 年 3 回程度 オンライン（Zoom） 

部
門
が
主
催
す
る
研
修 

研修名 実施予定時期 実施方法・実施会場予定 

社会福祉士実習指導者講習会 2 月頃に実施予定 オンライン（Zoom） 

スーパービジョン体験会 3 回 オンライン（Zoom） 

実習指導者フォローアップ研修 8 月、3 月に実施予定 オンライン（Zoom） 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

・日本ソーシャルワーク教育学校連盟新潟県支部や各養成との連携（各種会議への参加、意

見交換など） 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業会計（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 福祉社会を担う人材を養成する事業（国家試験対策講座、統一模擬試験） 

活
動
方
針 

社会福祉士の育成を支援する事業として「１．社会福祉士国家試験対策講座」および「２．社会

福祉士全国統一模擬試験」を実施する。 

１． 社会福祉士国家試験対策講座 

例年のとおり新潟医療福祉大学、中央法規出版との共催にて実施予定。1 科目 90 分・1 日 4

教科の講義を 5 日間と、模擬試験 1 日間の全 6 日間のプログラムとする。 

なお、新型コロナウイルス感染拡大防止策として 2020 年度・2021 年度とオンライン配信

（Zoom ウェビナー）で実施してきたが、遠方の方も受講しやすいことから 2022 年度も同様

の方法での実施予定とする。 

２． 社会福祉士全国統一模擬試験 

例年のとおり日本社会福祉士会の後援の元「福祉教育カレッジ」が作成する模擬試験問題を

使用して実施する。受験者が試験本番の雰囲気を体感できるよう会場集合型での模擬試験実

施を予定する（ただし、新型コロナウイルス感染状況により 2020 年度・2021 年度と同様に

自宅受験とする可能性あり）。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 計画概要（件数、回数、ほか） 

第 35 回社会福祉士国家試験対策

講座 

【講義】7 月より開講／月 1 日・全 5 日間の講義（Zoom ウ

ェビナー） 

【模試】8～9 月頃に 1 回実施（中央法規出版の模擬試験問題

を使用） 

第 35 回社会福祉士全国統一模擬

試験 

10 月 15 日（土）予定／ユニゾンプラザを予定（新型コロナ

ウィルス感染状況により自宅受験とする可能性あり） 

（福祉教育カレッジの模擬試験問題を使用） 

そ
の
他
活
動
、
備
考 

・社会福祉士養成校からの要請に応じた非常勤講師派遣 

 

  



公益法人会計上の事業区分 公益目的事業（社会福祉の増進に寄与する事業） 

事業内容（部門） 相談支援 

活
動
方
針 

１．福島県復興支援員設置業務 

・福島県からの委託業務。東日本大震災で被災し新潟県に避難している人達が抱える課題の把握・

解決を図り、一日も早い帰還や生活再建に結び付けていくことを目的とするもの。 

・福島県県外駐在員等と共に、戸別訪問を通じて避難世帯の状況および課題を把握して、その課題

を解決するため関係機関との連絡調整を行う。 

・避難元・避難先自治体、民間支援団体等からの支援情報を収集し、避難者への資料提供等による

情報提供を行う。 

・生活再建支援拠点を運営する支援団体と連携（戸別訪問等を通じて得られた支援ニーズの共有。

支援団体が企画する交流会や説明会への協力など）して避難者の生活再建に向けた支援を行う。 

２．福島県避難者住宅確保・移転サポート業務 

・福島県からの委託業務。避難指示が解除された区域等からの避難世帯のうち、応急仮設住宅の供

与期間終了後の新たな住宅確保の目途が立っていない世帯に対し、新たな住宅への移行が円滑

に進むよう支援を行い、生活再建を後押しする。 

・サポート対象世帯に対し、電話及び訪問による相談業務を実施し、当該世帯が有している住宅確

保に関する課題及び住宅再建先の意向を把握したうえで、新たな住宅確保に向けた必要な支援

を行う。 

３．福島県県外避難者への相談・交流・説明会事業 

・福島県からの委託業務。東日本大震災により被災し、福島県外に避難された方が身近なところで

自立に向けた生活再建や、帰還に向けた情報収集及び相談できる生活再建支援拠点（コランショ

新潟）を設置及び運営するもの。 

・相談窓口を新潟県社会福祉士会事務局に設置し避難者への情報提供、相談支援等を実施する。ま

た、出張相談や交流会、説明会を合わせて実施する。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 計画概要（件数、回数、ほか） 

福島県復興支援員設置業務 

福島県避難者名簿に基づく避難世帯へのアプローチ 

※コロナ禍にあることを鑑み、電話での状況確認を中心に実

施。把握した状況から訪問による面談が必要と考えられる

世帯には戸別訪問を実施する。 

福島県避難者住宅確保・移転サポ

ート業務 
対象世帯への相談対応（電話、訪問等／随時） 

福島県県外避難者への相談・交流・

説明会事業 

・相談窓口（生活再建支援拠点コランショ新潟）を新潟県社

会福祉士会事務局に設置 

・出張相談、交流会、説明会の実施 

・避難者向け情報誌の発行 

定
例
会
議

等 

会議名 実施予定時期、頻度等 開催予定場所 

復興支援員と福島県職員（新潟駐

在）との定例ミーティング 
概ね月 1 回 オンライン（Zoom） 



そ
の
他
活

動
、
備
考 

・福島県主催の研修会・会議への参加 

・その他避難者支援関係団体（自治体含む）との会議参加 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

公益法人会計上の事業区分 その他事業 

事業内容（部門） 調査研究事業（広報委員会） 

活
動
方
針 

2022 年度は、「実践報告集第 21 号」の発刊作業をはじめ、「事務局だより」発行の継続と、そ

のより良い紙面づくりに努めていきます。また、会員同士の繋がりやコミュニケーションの機会

を、安定的かつ豊かに育み合えていけるよう、ホームページをはじめとした ICT 活用の検討も行

っていきたいと思います。 

通年の活動予定（部門の主となる活動、定例会議等） 

主
た
る
活
動 

（
研
修
以
外
） 

内容 計画概要（件数、回数、ほか） 

事務局だより発刊および発刊支援 
発刊：新潟県社会福祉士会事務局。 

発刊支援：発刊について事務局との協議や協働を行う。 

実践報告集の編集および発刊 2022 年 8 月に第 21 号を発刊予定。 

ICT 関連の活用等の検討 

ホームページをはじめとした情報通信上のやり取りに関する

ことや新たな活用展開などについて、事務局との協議や運営

を行う。 

定
例
会
議
等 

会議名 実施予定時期、頻度等 実施方法・実施会場予定 

広報委員会 年 6 回 

新潟県社会福祉士会事務局 

(社会状況の考慮と、必要に

応じてオンラインミーティ

ングを開催) 

   

そ
の
他
活
動
、
備
考 

   


